























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































実態については（調査時点は平成 26年 9月）、調査対象（回収）は 3,416施設、うち美術館は 608施設
となっている。美術作品購入予算などについては、政令都市や都度府県の美術館の割合は比較的高く、
他方、市区町村の美術館は苦戦という実態が浮かび上がっている。一般財団法人地域創造『平成 26年
地域の公立文化施設実態調査』報告書（平成 27年 4月）。
65地域資源と地域経済活性化
付記　2017年度の研究休暇（サバティカル）制度
を利用して、小論で取り上げた公立美術館な
どを実際に訪れ調査を行うことができた。改
めて、勤務校の中京大学関係者にお礼を申し
上げたい。
的な支持と公益性への強い意識がなけれ
ば 33）、地方財政の困難な状況の下で予想さ
れる公立文化施設の統廃合の波にのみこまれ
ていくことになろう。ましてや、創造都市論
で成功事例とされた欧米都市でのミュージア
ム都市論 34）がそのまま、日本で安易に模倣
され、日本の多くの都市が悩む中心市街地の
低迷、大型文化施設の低稼働率への対応策と
して同種の成功が約束される保証はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
33）美術館など公立文化施設の実態調査研究を行っている一般財団法人地域創造は、平成 23［2011］年 3月
に『「公立美術館の公益性に関する指針」についての調査研究』報告書を発表している。同報告書は、
「公立美術館は、指定管理者制度の導入や政策評価の導入等によって、その活動における『公益性』が、
これまで以上に厳格に問われています」として、公立美術館の「公益性」への意識の浸透をはかる必要
性を強く提案している。同報告書は、そのための手掛かりとして公立美術館が果すべき 4つの役割をつ
ぎのように指摘する。①「地域の文化資源を発見・創造し、文化的な誇りを示す」（学術・文化の発展、
郷土意識の涵養）、②「学校教育・生涯学習の場として豊かな感性を開く」（教育・学習の支援）、③「さ
まざまな人を惹きつけ、新しい関係をつくり、地域を活性化させる」（地域再生・創造都市への貢献）、
④「芸術のもつ力で、地域の環境、医療、福祉等地域課題に貢献する」（地域施策との連携）。これはな
かなか盛り沢山なミッションで、実際に、どこまでそれが可能なのかという課題は残る。そこには予算
―人材育成や作品収集に加え、施設のリニューアルも含め―が先か、結果―入館者数の増加―が先かと
いう課題がある。公立美術館は上記のミッションを踏まえて、「地域文化を守り育てる拠点施設として、
人を惹きつけ、人びとの心の拠りどころとなり、地域における賑わいの場となるような、『地域の広場』
としての総合的な活用が図られることも期待されています」とも指摘されている。ただし、この種の報
告書として注目しておいてよいのは、館長がなんら文化専門性をもたず、行政職の上がりポスト的な現
状を批判していることはともかく、「美術館の廃止」という項目を設けていることである。今後、地方
財政の悪化の下にありうるシナリオとして意識して、つぎの二点を挙げている。①「長期間にわたる公
益性の維持・増進」（設置者は、美術館が長期間にわたって公益性を発揮することを前提とした存在で
あることを理解し、廃館を回避するよう努力する）、②「作品・資料の公開活用」（設置者は、美術品の
所蔵品が公共の財産であることを理解し、やむを得ず美術館を廃止するときは、別の形で保管して公開
活用する措置をとるものとする―他の公的な施設での公開、他の公的な美術館への寄贈等）。なお、こ
の解説として「公立美術館は永続性・恒久性を前提に設置される機関であり、そもそも廃館は想定され
ていません。この項目は、ごく例外のやむを得ない事例を想定した『万一』と読むべきもので、この項
目があるからといって、公立美術館の廃止・閉鎖を想定しても良いということではありません。万が一
公立美術館が廃止される場合は、必ず、公共の財産である所蔵品の散逸を防ぐための措置はもちろん、
その作品を良好な状態で保存し、実質的な所有者である住民に対して公開するための措置や、活用する
ための措置を準備することが求められます」とされている。
34）たとえば、英国についてはつぎの文献を参照。塚原正彦、デビッド・アンダーソン（土井利彦訳）
『ミュージアム国富論―英国に学ぶ「知」の産業革命―』日本地域社会研究所（2000年）。
